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ⅡⅡ
　保健・医療・福祉サービスが充実し、誰もが安心して生活でき
る環境を備えた健康でいきいきと暮らせるまちを目指します。

１　医療体制の充実１　医療体制の充実
1　医療従事者の確保
2　へき地医療体制の充実
3　救急医療体制の充実
4　「かかりつけ医」の普及・定着の促進

２　健康づくりの推進２　健康づくりの推進
1　生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進
2　がん対策の推進
3　市民自らが取り組む健康づくり運動の推進
4　こころの健康づくりの推進

３　子どもを安心して産み育てる環境づくり３　子どもを安心して産み育てる環境づくり
1　健やかな育ちに向けた支援
2　ゆとりある子育てへの支援
3　安心・安全な子育て環境の整備

４　高齢者福祉の充実４　高齢者福祉の充実
1　地域包括ケアシステムの構築
2　生涯現役のまちづくり
3　介護予防と生活支援体制の充実
4　認知症高齢者支援施策の充実

５　障がい者福祉の充実５　障がい者福祉の充実
1　地域における障がい者福祉サービスの充実
2　障がいのある人一人ひとりの自立と社会参加の促進
3　共に生きるバリアフリー社会の実現

６　地域福祉の推進６　地域福祉の推進
1　地域の支え合い活動の推進と支援
2　地域での自立した生活への支援
3　避難行動要支援者への支援体制の充実

健康福祉部門
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医師の充足率
区　分 全　国 島根県 浜田市 島根県充足率 浜田圏域充足率

医　師 237.8人 275.2人 240.2人 78.4％ 71.9％

1

●　全国的な医師不足が深刻な問題となっている中、中核病院である浜田医療センターでも特定診療科の
常勤医師の不在や不足がみられ、民間医療機関においても医師の高齢化や後継者不足の問題を抱えてい
ます。
　　また、看護師等の医療従事者※も不足している状況であり、育成と確保が必要となっています。
●　「浜田市健康づくりと地域医療を守り育てる条例」に基づき、将来にわたって安定した良質な医療が確
保されるよう、民間医療機関や国民健康保険診療所、中核病院は、相互に連携するとともに、医療に対
する住民の理解を深めながら、それぞれの役割を担うことが必要です。さらに、中核病院の診療体制の
維持についての支援が必要です。

現状と課題

●　地域住民が安心して医療が受けられるよう、医療従事者の確保等、地域医療を維持していくために必
要な対策について、地域医療機関と連携して取り組みます。
●　地域住民と医師との意思疎通を図り、病院勤務医師や診療所医師の重要性が認識できる機会の設定や
啓発を行い、医師等の医療従事者にとって住みやすく働きやすい環境整備等の支援を行います。
●　地域医療を担う医療従事者の育成や招へいを行います。

基本方針

※医療従事者　医師、薬剤師、看護師、助産師、臨床検査技師、診療放射線技師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士等、医療機関や福祉施設等に従事する様々な国家資格等を持つ専門職。

注　人数は平成24年12月末の人口10万人に対する医師従事者数（充足率は平成26年10月１日現在）

用
語
解
説

医療体制の充実

独立行政法人 国立病院機構 浜田医療センター
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目標 現状値 目標値 目標の説明
浜田市国民健康保険診療所の常
勤医師数の増加
（へき地診療所等５施設）

平成27年度 平成33年度
中山間地域の医療を支えるへき
地診療所等の医師の人数3人 4人

主要施策

医師確保については、中山間地域包括ケア研修センターへ医学生を積極的に受け入れるととも
に、ＳＮＳ※を活用して全国に情報発信を行い、医師の誘致に努めます。後期研修医の受入体制
については、研修の内容や研修プログラムの充実に取り組みます。
また、若い世代の医療への関心を高めるため、中学生の夏休み医療体験学習を実施します。
看護師等確保については、准看護学校修学資金による助成やリハビリテーションカレッジ島根

の入学者に対する助成を実施します。

市内５か所の国民健康保険診療所におい
ては、現在の診療体制を維持しながら、一
体的な運営等により、安定した医療サービ
スの提供を継続します。
また、各地域の民間医療機関や国民健康

保険診療所、中核病院との連携を強化し、
地域医療ネットワークの充実を図ります。

■地域医療連携事業
■リハビリテーションカレッジ島根支援事業

■国民健康保険（直営診療所施設勘定）
■地域医療連携事業
■在宅医療連携推進事業

医療従事者の確保

へき地医療体制の充実

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

※ＳＮＳ　ソーシャル・ネットワーキング・サービスの略称。インターネット上の交流を通して社会的ネットワーク
（ソーシャル・ネットワーク）を構築するサービスのこと。

用
語
解
説

あさひ国保診療所
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一次医療を担う民間医療機関や国民健
康保険診療所と二次・三次医療を担う中
核病院の救急医療提供体制がそれぞれ有
効に機能するよう、休日応急診療所の適
切な運営に努めるとともに、市民に対し
て日常的に地域の医療情報を分かりやす
く提供します。
また、救急患者に対する的確な対応を

行うため、それぞれの医療機関が適切な
連携をとれるよう救急医療体制を充実し
ます。

■休日診療所管理運営費

救急医療体制の充実3

主な事業・取り組み

現在の高齢社会では、高齢者の日常生活の不具合も含む早期発見、早期治療（対応）、長期にわ
たる慢性期かつ複数疾患の医学的管理の必要性がさらに高まり、身近で頼りになる「かかりつけ
医」の役割、機能はますます重要になっています。
また、「中核病院」は「かかりつけ医」と連携をとり、専門的な検査や入院が必要な場合の治療を

行います。
このように、症状に応じた役割分担が必要なため、医師会等関係医療機関と連携を図り、市民

への「かかりつけ医」の普及と定着を推進します。

■地域医療連携事業
■在宅医療連携推進事業

「かかりつけ医」の普及・定着の促進4

主な事業・取り組み

ドクターヘリ
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2

●　高血圧や高脂血症、糖尿病等の生活習慣病は、健康長寿の最大の阻害要因となるだけでなく、医療費
にも大きな影響を与えています。その原因となっているメタボリックシンドローム※（内臓脂肪症候群）
は、日常生活で予防が可能なことから、バランスのとれた食生活、適度な運動、禁煙等を実践すること
が求められています。
●　平均寿命は延びていますが、健康寿命※は島根県と比べて短くなっています。健康寿命を延伸し、自
立した生活を長く送ることができる環境づくりが必要です。
●　現代社会環境の複雑多様化は、市民生活における精神的ストレスを増大させており、ライフステージ※

に応じたこころの健康づくりとこころの健康問題への対応が必要です。

現状と課題

※メタボリックシンドローム　内臓脂肪型肥満によって、様々な病気が引き起こされやすくなった状態のこと。
※健康寿命　　　　　　　　　65歳に達した方が健康で自立した生活が送れる期間（65歳＋平均自立期間）をいう。
※ライフステージ　　　　　　人の一生を少年期、青年期、壮年期、老齢期等と分けた、それぞれの段階。

注　数値は、島根県健康指標マクロ（平成20年、平成23年を中心とする５年平均）による。

用
語
解
説

健康づくりの推進

健康寿命と平均寿命

健康教室

（歳）
87

86

85

84

83

81

80

79

82

浜田市 島根県

H18～H22 Ｈ21～H25
男性

H18～H22 Ｈ21～H25
女性

健康寿命

82.08

81.43
82.02

81.47

85.73

85.03

85.66

84.9

（歳）
88

86

84

82

80

76

74

72

78

浜田市 島根県

H18～H22 Ｈ21～H25
男性

H18～H22 Ｈ21～H25
女性

平均寿命

79.05
78.14

79.679.65

86.6886.38 86.7286.56
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目標 現状値 目標値 目標の説明

健康寿命（男女別）の延伸
平成27年度 平成33年度

目標値：平成27年度当初島根県
平均値男81.47歳

女84.90歳
男82.02歳
女85.66歳

主要施策

健康寿命を下げている原因疾患としては、関節疾患、認知症、脳血管疾患が挙げられます。
健康寿命の延伸を目指し、生活習慣病の発症予防のために、子どもの時から食育に力を入れ、

家族ぐるみで、これまでの食生活や生活習慣を見直す意識啓発を図るとともに、それぞれのライ
フステージに応じた施策を推進します。

■ストップ・ザ生活習慣病対策事業
■在宅医療連携推進事業
■食生活改善推進員育成事業

生活習慣病の発症予防と重症化予防の推進1

主な事業・取り組み

注　数値は、島根県健康指標マクロ（平成20年、平成23年を中心とする５年平均）による。

●　市民一人ひとりが「自分の健康は自分で守る」という意識を持ちながら、それぞれのライフステージに
応じた生活習慣の形成、体力づくり、健康づくりができるように支援します。

基本方針

主要死因別年齢調整死亡率
（人）
250

200

150

100

50

0 全がん 心疾患 脳卒中 自殺

男性　全年齢　人口10万対

180.0

202.2

180.6

189.0
浜田市（H20）
浜田市（H23）
島根県（H20）
島根県（H23）

63.6
67.8

68.1

75.1
61.7

65.9

46.4
49.6

34.7
47.0

35.6
41.7

（人）
100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0 全がん 心疾患 脳卒中 自殺

女性　全年齢　人口10万対89.2
86.7

84.6
86.8 浜田市（H20）

浜田市（H23）
島根県（H20）
島根県（H23）

30.6
33.5 36.5

37.3

30.5
33.3

23.7
25.8

9.9
13.2

9.8
11.3
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目標 現状値 目標値 目標の説明
がん年齢調整死亡率※の減少
（人口10万人当たりの年間死亡者
数）

平成27年度 平成33年度 全年齢合計によるがん年齢調整
死亡率
（目標値は島根県平均値）126.7 125.1

平均寿命を引き下げている要因のひとつに、がんが挙げられます。
疾病の早期発見のため、自己負担無料のがん検診を引き続き行うとともに、職場健診と一緒に

がん検診が受けられるよう事業所への働きかけを行い、がん検診を受けやすい環境づくりに取り
組みます。

■がん検診事業

がん対策の推進2

主な事業・取り組み

健康は、個人の努力と、家庭や地域、関係機関・団体等が支え合い、連携することによって維
持することができます。職場や地域で積極的に健康教室を行うことにより、市民が取り組みやす
い環境づくりを進めます。

■健康増進事業
■健康ポイント事業
■食生活改善推進員育成事業

市民自らが取り組む健康づくり運動の推進3

主な事業・取り組み

※年齢調整死亡率　年齢構成が異なる地域間の比較を行う目的で年齢人口を調整した死亡率。
用
語
解
説

学校、職域、地域等において、講演会等を実施し、市民
への普及啓発や相談できる場の確保等を行うことにより、
睡眠、運動、ストレス解消、アルコール等についての正し
い知識の普及を図り、心身ともに健全な生活の実現に努め
ます。

■自死予防対策事業

こころの健康づくりの推進4

主な事業・取り組み

「心の健康づくり」出前講座
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3

●　子どもや子育て家庭を取り巻く環境は、少子化や核家族化、晩婚化、未婚化の進行に加え、地域の連
帯意識の希薄化、女性就業者の増加や就労形態の多様化、保育需要の多様化等、様々な要因により大き
く変化しています。
●　子どもが健やかに育つためには、子育て家庭の仕事と家庭生活の両立、新しいニーズに対応した子育
て支援のほか、地域全体での子育てや安心・安全なまちづくりの推進が必要です。
●　また、多子世帯を中心にした子育て家庭の経済的な負担の軽減やひとり親世帯に対する支援が求めら
れています。

現状と課題

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在）

子どもを安心して
産み育てる環境づくり

●　妊娠期を含めた子どもが健やかに育つ環境を整備し、保護者が喜びを感じられるようなゆとりのある
子育てを支援するとともに、子育て家庭を地域のみんなで支える取り組みを推進します。

基本方針

０歳～17歳人口の推移

認定こども園あさひ子ども園

H22 H23 H24 H25 H26 H27（年度）

（人）
10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

0歳～5歳合計 6歳～11歳合計 12歳～17歳合計

3,257

2,885

2,774

3,139

2,915

2,739

3,019

2,874

2,735

2,951

2,841

2,701

2,919

2,760

2,632

2,829

8,916 8,793 8,628 8,493 8,311 8,146

2,700

2,617
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目標 現状値 目標値 目標の説明

子育て世代包括支援センター
（仮称）の施設数の増加

平成26年度 平成33年度 全ての妊産婦の状況を継続的に把握
し、妊娠期から育児期までの総合的相
談や支援をワンストップで行う子育
て世代包括支援センター（仮称）の数

0か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

認可保育所定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

認可保育所の定員数1,895人 1,955人

放課後児童クラブ定員数の増加
平成27年度末 平成33年度末

放課後児童クラブの定員数790人 850人

主要施策

“子どもの育ち”に視点を向け、健やかに成長することができ、周囲との関わりあいの中で豊か
な人間性を育んでいくための遊びや教育の場づくりを推進します。
また、母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、妊娠期から出産、産後、

育児まで切れ目のない支援体制を整備します。

“子育て家庭”に視点を向け、保護者がゆとりをもって子どもと向き合うことができるよう、島
根県が進める子育て支援施策と連携し、多子世帯を中心に子育て家庭の経済的な負担の軽減やひ
とり親世帯への支援を充実し、地域と身近に関わりながら子育てのできる体制を推進します。
また、保育所や放課後児童クラブの施設整備を進めるとともに、保育士の確保や放課後児童ク

ラブ支援員の研修育成に努めることにより、保育の質の向上を図り、子育てしながら働けるより
よい環境づくりに取り組みます。

■安心お産応援事業
■乳幼児等健康診査事業
■子育て世代包括支援センター（仮称）事業

■保育所入所受入促進事業
■第３子以降保育料軽減事業
■保育士修学資金貸付事業
■児童医療費助成事業

健やかな育ちに向けた支援

ゆとりある子育てへの支援

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

地域子育て支援拠点数の増加
平成26年度 平成33年度

地域子育て支援拠点数2施設 3施設

“地域や環境”に視点を向け、地域全
体で子どもの育ちを支える意識づくり
や地域の子育て活動への支援を推進し
ます。子育てを地域で相互援助するファ
ミリー・サポート・センターの会員増
や事業の充実を図るとともに、地域に
おける子育て支援ネットワークの中核
施設である子育て支援センターの移転
新築に取り組みます。
保護者が仕事と家庭生活を両立しな

がら、安心して働ける環境を整備する
とともに、家庭・地域・行政が一体となって、次世代の担い手である子どもたちが心豊かに成長
し、将来に向かって夢や希望を持てるまちづくりを展開します。

■次世代育成支援事業
■ファミリー・サポート・センター事業
■子育て支援センター事業
■地域子育て支援拠点事業

安心・安全な子育て環境の整備3

主な事業・取り組み

ファミリー・サポート・センターの集い
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4

●　団塊の世代の人が後期高齢者となる平成37年（2025年）を見据え、たとえ介護が必要になっても住み
なれた地域で安心して自分らしい暮らしを続けることができるように、医療・介護・予防・住まい・生
活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム※」の構築に向けた積極的な取り組みが求められて
います。
●　高齢化率の急激な上昇・高齢者数の増加に伴い、介護を必要とする高齢者数も増加しています。介護
を必要とする方へのサービスに加え、要介護・要支援状態にならないための取り組みや日常生活への支
援が重要となってきます。
●　少子・高齢化が進み、老老介護等が社会問題となる中、介護を必要とする人を支えるマンパワーの拡
大が重要となっています。その中で、「高齢者＝支えられる人」とする概念を見直し、高齢者が生涯現役
で活躍する社会を築くことが求められています。

●　高齢者が住み慣れたまちで健康でいきいきと安心して暮らし続けることができるよう、生涯現役のま
ちづくり、介護予防と生活支援体制の充実、認知症高齢者支援施策の充実、地域包括ケアシステムの構
築を目指し、地域の実情に沿った高齢者施策を総合的に推進します。

現状と課題

基本方針

※地域包括ケアシステム　高齢者が住み慣れた地域で、安心して尊厳のあるその人らしい生活を継続することができる
よう、医療、介護、福祉の各サービスを包括的、継続的に提供する支援体制。

用
語
解
説

高齢者福祉の充実

介護予防教室



第３章 第３節前期基本計画 部門別計画 Ⅱ  健康福祉部門

56

目標 現状値 目標値 目標の説明

地域包括支援センター数の増加
平成26年度 平成33年度

地域包括支援センターの数（サブ
センターを自治区ごとに設置）1施設 5施設

目標 現状値 目標値 目標の説明

シルバー人材センター会員数の
増加

平成26年度 平成33年度
浜田市シルバー人材センターに
登録された会員数464人 552人

主要施策

介護が必要な状態になっても可能な限り住み慣れた地域で自分らしく暮らせるように、医療・
介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステム構築に向けた取
り組みを推進するため、医療機関をはじめ関係機関との連携体制の強化や地域包括支援センター
機能の強化を図ります。

生涯現役で積極的に社会との関わりや、自分らしく自立して生きていくライフスタイルを持つ
ことで、いきいきと心豊かに生活することができるよう、高齢者が積極的に地域行事やボラン
ティア活動に参加できる仕組みづくりに取り組みます。
また、社会福祉協議会や高齢者クラブ連合会、シルバー人材センター等の活動を支援し、健康

づくりや生きがいづくり活動の推進及び地域の多様な要望に対応できる体制の整備を図ります。

■包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

■高齢者クラブ連合会助成事業
■シルバー人材センター助成事業

地域包括ケアシステムの構築

生涯現役のまちづくり

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

要介護認定率の増加の抑制
（要介護者のみ）

平成26年度 平成33年度
65歳以上の高齢者のうち、要介
護１以上の認定者の割合18.8％ 19.6％

目標 現状値 目標値 目標の説明

認知症サポーター養成講座受
講者数の増加

平成26年度 平成33年度
認知症の人と家族を地域で見守る応
援者養成講座の受講者の総数3,696人 6,000人

市民後見人養成講座受講者数
の増加

平成26年度 平成33年度 親族後見人と専門職後見人の間の存
在として位置づけられる市民後見人
養成講座の受講者の総数70人 150人

高齢者の介護予防と生活支援体制の充実を図るため、
介護予防・日常生活支援総合事業に取り組みます。
生活機能の低下防止をはじめ、高齢者の状況に応じ

た介護予防メニューの充実に取り組むことにより、高
齢化の進展に伴い上昇が見込まれる要介護認定率の抑
制に努めます。元気な高齢者に対しては介護予防に関
する知識の普及・啓発等に取り組みます。
また、地域や関係機関と連携して、担い手の拡大を

図り、生活支援体制を充実します。

認知症高齢者は、今後増加が見込まれることから、認知症が疑われる高齢者の早期発見と把握
に努め、医療機関と介護事業者等との連携を図りながら、状況に応じた適切な支援体制の構築を
推進します。
また、認知症サポーターを増やすことで周囲の理解者を増やし、認知症高齢者がその地域で暮

らし続けることができる環境づくりを進めます。

■介護予防・日常生活支援サービス事業
■一般介護予防事業

■認知症施策推進事業
■権利擁護事業

介護予防と生活支援体制の充実

認知症高齢者支援施策の充実

3

4

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み

地域と連携した認知症予防教室
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5

●　障がいのある人が安心して暮らしていくためには、何でも相談できる窓口をつくる等、相談体制の充
実が必要不可欠となっています。
●　障がいのある人の自立及び社会参加を促進し、障がいの有無に関わらず、すべての人が相互に人格と
個性を尊重しながら共生する社会の実現が求められています。
●　差別や偏見、疎外感を感じることがないよう、障がいのある人もない人も共に理解し合いながら暮ら
すことができる地域づくりが求められています。

●　障がい者福祉への理解と認識を深め、地域全体で支え合う体制づくりを進めるとともに、障がいのあ
る人もない人も一人ひとりがいきいきと輝き、共に安心して暮らせるまちを目指し、障がい者福祉の充
実を図ります。

現状と課題

基本方針

障がい者福祉の充実

チャレンジショップ浜田きてみんさい（販売風景）
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目標 現状値 目標値 目標の説明

地域生活支援拠点数の増加
平成26年度 平成33年度

障がい者の地域生活を支援する
機能を集約した拠点数０か所 1か所

目標 現状値 目標値 目標の説明

障がい児通所支援事業所数の増加
平成27年度 平成33年度 身近な地域で障がい児の療育・

発達について専門的な支援が提
供される事業所数3か所 5か所

主要施策

障がいのある人が住みなれた地域で暮らせるように、適切な保健・医療・福祉サービスが提供
できる体制の充実を図ります。
入所施設から地域生活への移行や就労支援といった課題に対して、地域の社会資源を最大限に

活用しながら、対応できる体制の整備を推進します。

障がいのある人一人ひとりが能力を最大限に発揮でき、様々な活動に参加する機会が確保でき
るよう、乳幼児期から障がいの早期発見・早期療育、教育、就労へと、ライフステージに応じた
総合的かつ継続的な支援を推進します。
また、障害者優先調達推進法に基づき、障がいのある人の自立の促進と雇用の拡充に資するた

め、本市における障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の推進を図ります。

■相談支援事業
■居住サポート事業
■障がい者介護給付事業
■障がい者訓練等給付事業

■障がい児通所給付事業
■地域生活支援事業
■障がい者社会参加促進事業

地域における障がい者福祉サービスの充実

障がいのある人一人ひとりの自立と社会参加の促進

1

2

主な事業・取り組み

主な事業・取り組み
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目標 現状値 目標値 目標の説明

手話通訳奉仕員登録者数の増加
（手話通訳士・者含む）

平成27年度 平成33年度
手話通訳奉仕員登録者数49人 84人

平成28年４月から施行される障害者差
別解消法においては、「障害を理由とする権
利侵害の禁止や社会的障壁の除去を怠るこ
とによる権利侵害の防止」が規定されてい
ます。
この法の精神に基づき、障がいのある人

を取り巻くあらゆる「バリア」を解消し、障
がいのある人の基本的人権が尊重され、障
がいのある人もない人もお互いに理解し合
い、共に生きる社会の実現をめざします。

■地域生活支援事業

共に生きるバリアフリー※社会の実現3

主な事業・取り組み

※バリアフリー　社会的弱者が社会生活を送る上で支障となる物理的・精神的な障壁を取り除くこと。
用
語
解
説

手話奉仕員養成講座
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6

●　地域や家族の絆が希薄になる中で、誰もが地域で安心して暮らしていくには、地域の一人ひとりのつ
ながりや、地域へのかかわりが必要となってきています。
●　生活課題は、経済的なものから家族関係に関わるものまで複雑で多岐にわたっています。
●　近年起きた全国での大災害の経験から、あらためて地域コミュニティ※の重要性が再認識され、日常
からのつながりや災害時における要援護者への支援体制の構築が求められています。

●　市民が住み慣れた地域で安心して暮らせるように、行政による「公助」だけでなく、地域を主体とした
「自助」や「共助」により、市民を主役に、互いを認め合い、みんなで支え合う地域福祉の推進を図ります。

現状と課題

基本方針

地域福祉の推進

※コミュニティ　人々が共同体意識を持って共同生活を営む一定の地域、その人々の集団。地域社会。共同体。
用
語
解
説

民生児童委員のあいさつ運動
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目標 現状値 目標値 目標の説明

「避難行動要支援者名簿」の提供を
受ける地域の関係団体数の増加

平成27年度 平成33年度
名簿を基に地域防災に取り組む
団体数（消防団、民生委員を除く）44団体 70団体

生活困窮者自立支援法に基づき、仕事や生活に困っている人からの困りごと相談全般に応じ、
相談者の気持ちに寄り添いながら、専門機関と連携して、自立した生活へ向けた支援（自立相談
支援、就労準備支援、家計相談支援）を実施します。

■生活困窮者自立支援事業

地域での自立した生活への支援2

主な事業・取り組み

主要施策

近所同士や地域内で助け合い、支え合う関係を築く取り組みを支援し、地域の多世代（子ども
から高齢者まで）がいつでも集え、交流を深めることができる場所づくりと地域での見守り活動
を推進します。
独居高齢者や高齢者だけの世帯が増えている状況があり、地域から孤立する人がでないように、

困った時に気軽に相談できる人・場所を身近な地域につくる等の支援体制を強化します。

■地域福祉まるごと支援推進事業
■社会福祉協議会助成事業
■民生委員活動費助成事業

地域の支え合い活動の推進と支援1

主な事業・取り組み

市民の安全を守るため、地域での防災体制を整備するとともに、特に一人暮らしの高齢者や高
齢夫婦世帯、障がい者や乳幼児のいる世帯等、支援が必要な人たちに対して、地域における見守
りや声かけ等で日頃から地域内のつながりを強化し、安心して暮らせる地域づくりを進めます。
市が作成する「避難行動要支援者名簿」を本人同意を得た上で、地域の関係者へ提供し、地域に

おける互助・共助が行える体制づくりや地域の防災力を高める支援を行います。

■避難行動要支援者名簿の管理

避難行動要支援者への支援体制の充実3

主な事業・取り組み


